
















































者ユスティJohann Heinrich Gottlob von Justi,1717-1771とゾンネンフ









ェフレAlbert Eberhard Friedrich Schaffle, 1831-1903の業績，および特











































































wirtschaftspolitischenIdeen von Platon bis zur Gegenwart, 5. Aufl･,Tubingen und





































『経済学の国民的体系』1841年Friediich List, 1789-1846, Das nationale
System der politischen Oekonomie, Erster Band, Stuttgart und Tubingen
1841｡への二つの長大なる書評的論文(Archiv der politischenOekonomie und
Polizeiwissenschaft,5. Band, 1843, S. 252-297 und S. 349４12｡）をもって，ラウ
の最高の学問的業績の一つである，とする学者もいるようである(Sinewe,





















































Heinrich,in : HdSW。 8,1964,S.683 L.）・
　ラウの『経済学教科書』をもって「初期ドイツ財政学」説の最高最大の
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代表的業績であり，そのStandardwerkと考えたのは，主として以上のよ
うな，それの学界への影響力の大きさ，強さといった，外面的特徴にかん
がみてのことである1）
　　第２節　ラウの経済学体系論
　1.はじめに
　経済，経済政策，財政といった国民の生活領域の，行政論的知識を礎石
とする形での，技術的・実際的知識の寄せ集めの観のある官房学を脱する。
そしてこれらを，ともかくも経済学の内に包括的，体系的に編成すること
によって，統一的体系的に理解させようとしたラウの『経済学教科書』。
いまやわれわれは，ラウのこの著作を「初期ドイツ財政学」のStandard-
werkとして，その内容の一端，たとえば，その学説の特色や著作の概要
の何ほどかについて，できうる限りラウの原典に即して，直接に学び取る
べき段階に到達した。
　この場合，私が最少限知りたいと思うことは，第１には，ラウが広義の
経済学の領域について，これをどのように考えていたのか，またこれをど
のような編成（体系）で把握しようとしていたのか，についてである。こ
のテーマの帰結は，ラウのいわゆる経済学の三分法といった形で伝承され，
ラウの時代以降今日まで，ともかくもドイツの大学における経済学の教科
書や講義の編成の礎石となっているもののようである。これについて見て
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ゆくことは，いわばラウの経済学説の全貌を，極めて簡単な形ではあるが，
概観することにもなるであろう。
　次いでは，ラウの『経済学教科書』全三巻の内，最もすぐれた巻と評さ
れることの多い，その第３巻『財政学の諸原理』の概要と特色について目
を通しておきたい。ラウのこの第３巻が，いわば広義の経済学を構成する
はずの一部門（財政学）ではあるが，経済理論の單なる一応用領域ではな
く，ともかくも一応独立し完結している学問分野としての財政学を，はじ
めて成立せしめたものといえるほどの歴史的意味をもつ文献，とされるも
のでもあるからである1）。
　これら二つの事項について，できうる限り私はラウの『経済学教科書』
の初版に即して見てゆきたい2）。前者の事項は本稿第２節で，後者の事項
に関しては本稿第３節で取り扱う予定である。
　2.ラウの経済学にたいする呼称
　ラウは『経済学教科書』全三巻の標題にLehi‘buchｄｅｒ　politiｓｃHｅｎ
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Oｅｋｏｎｏｍｉｅを選んだ。英・仏文ではなく，当時のドイツ文の書物の題名
としては，経済学をこう呼ぶことは，未だ比較的珍しい呼び方であった，
といってよいかも知れない。この時までのラウの古典派経済学の研究の進
展にともなう自信が，そうさせたのでもあろう。ともかく，『教科書』以
前のラウの著作などにおいても，経済学（体系）を表現する言葉としては，
表立った形ではdie politischeOekonomie という表現は使用されていない
ようである1）。
　3.ラウの経済学体系－ラウの経済学三分法-について
　体系的考察にすぐれた学者ラウの著作『経済学教科書』全三巻は，いわ
ばそのままラウの経済学体系を示すものであった。同時にそれはそれで，
当時以降のドイツの大学における経済学関係の講義科目編成の模範ともな
るべき経済学の三分法の元祖でもあったのだ。
　その三分法とは，
　第１が，経済学の諸原理：（純粋・一般）経済理論。
　これは政府のあらゆる介入なき国民の自由な私的な経済活動から認識さ
れる，固有の諸法則の展開を示すものである（Ｉ，「初版のためのはしがきよ
りJ viii-ixページ）。
　次いでの
　第２が，経済的繁栄への配慮論，ないしはいわゆる経済行政die wirth-
schaftlichePolizei論。
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　第３が，財政学。
　第2，第３の両者は，それぞれ当該領域における政策論ないし応用経済
学でもあろう。そして両者のケースでは，とりわけドイツの立法と実際と
が大いに配慮されて編纂さるべきもの，とされている(Ｉ，｢初版のための
はしがきよりJiｘページ)。
　ラウにあっては，以上の三部門から経済学体系ないし広義の経済学が編
成されている，というわけである。
　そしてたとえば，第２の，別の言葉でいえば経済的育成は，これを従来
よりも一層完全に論述することが肝要であり，またこうすることによって
第２部門の独立性の承認を促すべきである，とラウは考えたようである
(Ｈ，(はしがきJVページ)。そしてこれとほぼ類似したことは，第３の財
政学についてもいえる，とラウは考えていたようである。すなわち，財政
学は広義の経済学の一部門でありながら，これを一層完全に論述すること
によって，第３部門である財政学の独立性の承認を促すべきだ，とラウは
考えていたと思われるのである。
　かの『経済学教科書』初版におけるラウの経済学三分法の展開は，大要
以上のようなものであった。
　次に問題にしたいのは，では，かかる経済学三分法論はラウのこの著作
を俟ってはじめて展開されたものなのであろうか，ということである。
　思うにラウの経済学三分法論は，それ以前すでに早い時期からのラウの
産物だったのではなかろうか。そして『教科書』では,これをdie politische
Oekonomieの三分法と称した点が，新しかったのではなかろうか1)。
－111－
　以上の論述からも推察されるように，ラウのスミス的経済的自由主義経
済学にもとづく経済学の三分法論は，同時に官僚制国家を背景としたカメ
ラ学的実際性の余韻を強くもつものであった。それゆえに，ラウの三分法
の原型の一つとして，官房学体系を思い起してもよい面もあるかも知れな
い1)ｏ
　そして，ラウの経済学三分法は
　経済理論
　経済政策論
　財政学
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といった一般的・近代的表現形態で，以降今日まで，とにもかくにも生き
残った経済学三分法として，多くの国の大学での経済学講義科目編成の一
つの原型となったもの，といってよいであろう。
　　第３節　ラウの財政学説
　1.『財政学の諸原理』の財政学史上の重要性
　1826年にその第１巻『経済学の諸原理』を，1828年に第２巻『経済育
成の諸原理』を刊行したラウ。彼は第３巻の『財政学の諸原理』を，1832
年と1837年にそれぞれ分冊の形で刊行することによって，彼の経済学体
系の全貌を示すべき『経済学教科書』全三巻の初版を完結させることがで
きた。
　「ラウの『経済学教科書』中最重要な巻は，1832年にその第１分冊が公
刊された『財政学の諸原理』である」1），といわれる。
　ラウの『教科書』の中，第３巻が最も重要なものであるとされた根拠に
は，この巻自体がドイツにおける，いわばはじめての財政学の体系的論述
の書として，まず，既述のように，いわば独立の学問としての財政学の成
立を象徴するかのようなすぐれたものであった，と高く評価されたことが
あげられよう。それだけではない。この他にも，なお別の理由もある。す
なわち，19世紀後半ドイツ財政学の最盛期を現出させたアードルフ・ワ
ーグナーは，彼自身の財政学体系の構築を考えるにあたり，最初からは自
分自身の構想で筆を起すことをしなかった。すでに版を重ねていたラウの
『教科書』第３巻の新しい版を土台に，ワーグナーの構想による改訂を加
えた，ラウ＝ワーグナー版の著作の形でこれを公表する事からはじめるの
を，よしとした点にも求められよう。その意味では，ラウの『財政学の諸
原理』は「アードルフ・ワーグナーが後に大部の，ドイツ財政学にとって
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長い間代表的となった業績構築の礎石となったもの」1）でもあるのだ。
　2.ラウ財政学とその基本的思考方法および財政学体系
　よほどの刊行が急がれた事情があったのであろうか。巻頭の「はしが
きJ Vorredeなしで，タイトル・ページの次は目次，続いて本文という形
で，ラウの『教科書』第３巻『財政学の諸原理』の初版の第１分冊が公刊
されたのが1832年。にもかかわらず，第３巻の完結にはなお五ヶ年を要
し，1837年付録やレジスターを除いた本文のみで711ページにも達する
大冊として，これは完成した。かくて1826年にその第１巻が公刊された
ラウの『経済学教科書』初版は，1837年全巻完結をみたのである。そして
『教科書』は，字義どおりラウのライフ・ワークとなった次第である。
　「はしがき」なき『財政学の諸原理』では，ラウは本文冒頭の「序論」
Einleitungで，自身の財政学への基本的考え方を簡単に記述している。
　ラウにとっては一般経済学，経済育成学と並んで，広義の「経済学die
politischeOekonomieの一部門である財政学は，政府経済の最善の構築に
関する，ないしは国家需要の物的財貨による最善の充足様式に関する学問
である」（Ⅲ/I,4ページ），とされた。しかもその財政は，政府権力のすべ
ての施設や事業に物的補助手段を付与すべき，政府活動の不可欠かつ最重
要の部門である（Ⅲ/I, 5ページ）。
　ラウは自らの財政学の全体系構築のためには，その基礎となるべきもの
としての「財政学の最も一般的諸原理」を作り上げねばならない，として
いる。
　この場合，まず「財政も一つの経済として，経済の目的に応じ，各経済
活動主体の利益にかかわる一般的諸原理に服さねばならない」(m/i, 5-6
ページ）ことになる。
　もちろん，財政学の一般的諸原理の作成は，ここからだけのもので充分
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というわけのものではない。これをも含め，ラウは財政学の一般的な諸原
理を作り上げるべく主として取り込む基礎的学問を，以下の三つのものに
総括した。諸原理はこれら三つを合わせたものから作られることになる，
というわけである。以下の三つの学問とは，すなわち，
　１　一般経済的
　２　哲学的＝国法的および政治的，概して国家科学的
　３　国民経済的
学問である（Ⅲ/I, 11ページ）。
　続いて後期官房学の代表者たちの学説，および特にスミスの自由主義的
経済学説の意義に注目しつつ，財政学の歴史を展望して「序論」を終結さ
せたラウ。彼は次いで自らの財政学体系にしたがって，財政の個々の領域
の具体的内容の学問的論述に入る。
　ここでまず，ラウの財政学体系について，『教科書』第３巻に即してそ
の個別的領域を内容目次的に示すと，次のようになる。
　なお，ここで示されているページ数は，それぞれの編のページ数であり，
付録，レジスターなどを除いた第３巻の本文の総ページ教711ページに占
める，それぞれの編の割合が，ここから明らかになるであろう。
　序論　22ページ
　第１編　国家経費論　56ページ
　第２編　国家収入論　480ページ
　　　　　　1.政府資産利用の私的営利収入論
　　　　　　2.高権からの収入論　　　　　　　　(191ページ）
　　　　　　3.手数料からの収入論　　　　　
｜
　　　　　　4.租税収入論(289ページ）
　第３編　国家収支関係論　106ページ
　　　　　　1.収支均衡論
　　　　　　　　　　　　　　　－１１5－
　　　　　　2.国債論
　第４編　財政の外的組織概観論　47ページ
　　　　　　1.　財政論官庁論
　　　　　　2.　財政特有の事務形式論
　　　　　　　　　ａ　財務会計制度綱要
　　　　　　　　　ｂ　予算制度綱要
　　　　　　　　　ｃ　金庫制度論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　711ページ
　ラウの財政学体系を構成しているこれら個々の部門に関して，ラウの著
作の論ずる所の概要やら特徴やらについて，次に順次要約しておこう。
　3.ラウの国家経費論
　ラウの財政学体系の論述は次のようであった。まず著作の第１編で，国
家権力のもっべき目的や任務などから，それを遂行するために必要とされ
る国家経費について論述する。次いで第２編では，この経費額の調達のた
めの国家の諸収入手段について論述する，という順次のものであった。
　古典派流の財政学舎，ないし「初期ドイツ財政学」流の財政学書におい
ては，経費について，その著作の冒頭の編章で，しかもある程度詳細に論
及する例は，比較的稀であるといわれる。
　アダム・スミス『国富論』1776年，第５編第１章や，ラウ『財政学の
諸原理』初版，1832年と1837年，第１編（1.Ｂｕch）での経費の論述は，そ
の数少ない例に属するもの，といえるであろう1）。
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　ラウは経費の論述に，この著作の56ページ分を充当しているが，それ
でもなお国家収人論には，その八倍以上もの紙幅を割いていることに注意
すべきであろう。
　ラウはその経費論における重要ルールとして，あらゆる経済のケースと
同じく，財政における経費の主要ルールをなすものを「節約Sparsamkeit
の原理」に認めた。そしてこれは，同じ目的は最少経費で達成せしめ，同
額の経費では最大の効用を生ぜしむべし，という経済的賢明さdiewirth-
schaftlicheKlugheitと公正さGerechtigkeitを求めることであったのだ
(m/i, 26ページ）。
　さらにラウは，一部は古典派経済学説にならいつつ，いくつかの経費分
類論をも示している。すなわち，
　　直接生産的経費|
間接生産的経費
　　不生産的経費
　　経常費　毎年定額的経費｜　　　|
毎年異なる額の経費
　　臨時費
　　宮廷費|
民政費
　　軍事費
といった比較的古典的かつ常識的な経費分類論がその一例である（Ⅲ/
1, 25-36ページ）。
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　ラウは大小さまざまな国の，統治形態の相違をも考慮した上での，経費
額や経費構成の種々相などを，充分整理した上で，とまではいいがたいが，
ともかくもやや歴史的にも概観している。さらにラウは，次のような政府
業務の個別的経費グループについて，そのそれぞれを理論的というよりは，
むしろ実際的・技術的側面を重視した，簡単な論述をして，ラウ自身の経
費論をしめくくっている。すなわち，たとえば政府経費ないし統治経費
Regierungsausgabenを
　司法費
　警察関係費
　外務関係費
　国防費
　経済育成費
　国民教育費
　財務関係費（徴税費，国債費など）
などに分類した上で論述しているのである。
　ここでもラウは，これら諸支出のそれぞれについて，最も経済的な支出
のあり方，すなわち，その目的達成の見地からする最も効率的な支出（な
いしは最も節約的支出）のあり方などに，かなりの力点をおいて論じている
のである。
　4.ラウの国家収入論　１-国家論収入一般-
　上述した国家任務の遂行のための国家経費の論述を受けて，ラウは次の
第２編では，国家需要に充当すべき国家の諸収入について論ずることにな
る。すなわち，ラウの国家収入論は，彼の財政学論から発生した目的であ
る「国家需要の物的財貨による最善の充足様式」（Ⅲ/I, 4ページ）の探究
を目ざすものだ，といってよいであろう。
　ラウは自らの財政学体系の論述にあたって，国家の論収入の論述におよ
　　　　　　　　　　　　　　　－118 －
そ480ページ，『財政学の諸原理』本文711ページの約３分の２の紙幅を
割いている。それだけでもラウが，自らの財政学体系においていかに国家
収入の側面を重視していたか，が推測されるであろう。
　ラウは自らの財政学体系の内で，国家の諸収入を次のような収入種類へ
の分類論を基礎に，体系的に編成して論ずることにした。
　その第１は，国民への強制のない政府の私的営利Privaterwerb収入種
類のものであり，第２は，国民への義務となるべき政府の公課Auflage
である。そして前者は，一応，国家資産の利用による眞の営利収入種類と，
高権にもとづく収入種類，いわゆるFinanzregalienとから構成される。
後者の公課は，手数料Gebiihrenと個別的反対給付のない租税Steuemと
に，一応分けられる。
　ラウは，これら四国家収入種類のすべてにたいし，そのそれぞれが国庫
の利益と国民の繁栄Wohlとなるべき，次の四つの一般的要件を提示し
ている（Ⅲ/I, 80ページ）。すなわち，
　1）いかなる国家収入も，既得権ないしはまた永遠の理性法則に基礎づ
　　けられた諸権利を侵してはならない。
　2）あらゆる国家収入は，それが国家需要の充足と結びついて，ゆたか
　　な財貨製造，製造物のよい分配，活溌な取引，合目的的財貨消費と
　　いった国民経済的諸目的を，できうる限り侵害すべきではない。
　3）国家収入というものは，それが市民の経済状態にたいしてもたらし
　　うる諸結果を抜きにしても，なお，たとえば，風紀，安全などに阻
　　害的作用なしであるべきだ。
　4）国家収入は，時間的に正確な，安全確実な入金によって，国家家計
　　における秩序維持に役立たねばならない。
　国家諸収入のそれぞれに，一様に提示さるべき一般的要件について，以
上のように述べたラウは，次いで国家収入体系を構成している個々の収入
種類の論述に入る。
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　ラウの国家収入体系の内，その第１収入種類の第１番目にあげられてい
るのは，政府所有の土地や資本などの国家資産の利用から生ずる国家収入
である。これらの内とりわけ，ドメーネン(Domanen官有地）の利用から
の「政府の所得は最古の所得である」（Ⅲ/I, 87ページ）とされている。
　また，第１国家収入種類の第２番目のグループにあげらるべき，高権を
利用させることからの諸収入フィナンツ・レガリエンもまた，かなり古い
時代から，鉱業，塩業，硝石，狩猟，漁労，鋳貨，郵便，賭博など，いろ
いろの種類の特権使用料（レガール）の形で，比較的古くから存在してい
たようである。
　第２の国家収入種類である公課の内、その第１に属するものは，時とし
て間接税の一種とも見られる手数料収入である。これは市民が政府ないし
政府施設に接したときに，費用の一部弁済として支払うものである。ラウ
は十二種類にものぼる手数料を数えあげ，その一々について，こまごまと
論評を加えている。ただし，手数料についてのラウの概念規定や，収入種
目の所属決定には，若干の曖昧さが残されているようにも思われる。
　とにかくラウは，租税収入を除いた上述三つの国家収入種類の論述
に, 190ページほどの紙幅を割いて詳細に論じているのである。
　「キリスト教文明諸国における通常の〔国家〕収入種類の考察」（Ⅲ/I, 79
ページ）としながらも，当時までのドイツの有産者的国家財政の現実を直
視したラウ。これは，ラウの時代までのドイツを中心とする国家収入にお
いて，これら三種のものが，今日想像されるような役割より，はるかに重
要な量的・質的役割を担ってきたことの反映でもあったのであろう。ラウ
はここでは，かっての官房学者たちのように「その〔国家収入の〕長所お
よび短所を明らかにし，一般論と並んで，これをこえて，そこここで一般
ルールの遵守を困難にさせているかも知れぬ特別の事情について示唆」
(Ⅲ/1, 79ページ）したり，個々の収入種目の改善や存廃についてまで，立
ち入って論じているのである。
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　また他方において，自由資本主義的無産国家ないし租税国家Steuerstaat
の上に立っているはずの，英仏古典派経済学を基礎に，自らの財政学体系
の確立に努めようとしたラウ。このためにも，国家収入の第２の種類の第
２番目のものであり，かつ国家収入種類の最後のものでもある諸租税収入
についての，ラウの論述をかえりみる必要が一層切実なものとなるであろ
う。
　ところでラウは，国家収入の第２の種類のものについて，これは歴史的
には第１の国家収入種類の補完収入として生まれたものである，としてい
る。「それゆえ，今日の諸国家では疑いもなくそうであるように，公課が
国家の諸営利収入の補完として，国家の需要の充足のために必要となる所
では，公課を正当化されたものと見ることもゆるされる」（Ⅲ/2, 8ページ），
というわけである。
　このような公課収入の見方は，ある程度有産者的国家観の色彩をももっ
ていたラウの，当時の国家諸収入の現実的あり方の素直な反映であったの
かも知れない。
　しかしラウは，租税の議論のみに290ページ近くを費やして，並々なら
ぬ努力を払ってこれを種々論評している。それゆえここでは，見出しを改
めて，ラウの租税論を紹介しておきたいと思う。
　5.ラウの国家収入論　２-租税論－
　ラウのあげる国家収入種類の内，第４番目の，そして最後のものは租税
収入である。
　租税は，個別的反対給付とは関係なしに，個々の公民Staatsbiirgerの
資産状態Vermogenszustandに応じて課徴さるべき「派生収入というも
の」である，とラウはいう（Ⅲ/2, 1ページ）。
　租税は有産者的国家を背景に，上述1，2の国家収入種類，すなわち，
国家の営利的収入のみでは不充分の場合に，これら国家収入の補完収入と
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して成立したものである。それゆえに，これら国家収入の補完としての租
税を必要とする所では，租税はまた正当とされることにもなるのだ。
　そして君民共同の繁栄を目ざす有産者的福祉国家観のもと，「国家権力
の公課を課す権限には，公民の〔納税〕義務が相対峙している」（Ⅲ／２, 8
ページ），とラウは考える。かくて「納税義務は公民的関係の単なる帰結と
いうものにすぎない」(in/2, 8ページ）として，ラウは公民の納税義務を
もって，租税の根拠としたのである。
　以上が租税についてのラウの基本的な考え方であった。かかる租税観を
背景に，ラウは諸租税全般にかかわる問題二つについて，自らの見解をこ
こで略述している。その第１は，後々のドイツ財政学において租税論の伝
統的最重要テーマの一つとなった，租税原則論の問題である。
　ラウによれば，課税の最高の諸原則は次の三ケ条に総括される。そして
その内，第1，第２の原則は，ラウの課税の根拠論のストレートな表現と
もいえるものであった。すなわち，
　（1）すべての公民は公課を負担すべき責任がある（公課の普遍性AUge-
meinheit)」。
　（2）すべての市民は同じルール，また同じ尺度によって国の公課に引
き入れらるべきである（公課の同形性Gleichformigkeit)」(1),2)ともにⅢ/
2, 8-9ページ）。
　ラウの定立した「第３の租税の主要原則」は，
　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●3）「諸租税はできうる限り純所得に応じて分配されねばならない」（Ⅲ
/2, 18ページ），というものであった。
　これはすべての納税義務ある国民の，給付能力に応じた課税を要請する
ものである。
　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　他方において「国民資本の保護は……あらゆる租税体系への不可欠の要
請というものである」(m/2, 15ページ），とするラウ。
　ラウにとっては，納税者各自の租税給付能力は公民の資産状態に応じた
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ものであり，それは結局，その純所得で表現されることになる。この場合，
ラウは純所得に関し，租税技術的・経済的考慮からして，「規則的に反復
される所得が……諸租税が持続的に，深い決定的な経済的不利益なしに汲
みつくしうる最善の源泉なのである」（Ⅲ／２, 17ページ），としているので
ある。
　ラウにとっての論租税一般の，もう一つの重要テーマは，租税負担の転
嫁の議論を含む租税の経済作用論であった。
　ところで，「租税理論は主として経済学のその都度の発展に条件づけら
れている。それゆえ，それはアダム・スミス以降はじめて学問的立場をと
ることができたのである」（Ⅲ／２,7ページ）。このように考えるラウは，「諸
租税は国民所得の分配を著しく変化させる。それゆえ，それぞれの種類の
租税がもつ論作用の研究は，経済学の応用というものである」(Ⅲ/2, 2ペ
ージ）として，租税の経済作用論を取りあげたのである。何よりもラウは，
「かかる論作用の研究は租税理論の最重要の任務の一つである……」（Ⅲ/
2, 29ページ）と主張しているわけである。
　ただラウのここでの論述は，課税によって納税者が相対的になしで済ま
せうる享受を制限せざるをえなくなる。するとそれが，今まで使用されて
いた財の販売を減らし，財の価格を低下させる。これが製造業者の生産量
を減ぜしめ，ついには財の価格が元どおりにもどる，……といった課税の
経済作用の，いわば循環的連鎖を紹介するにとどめている(Ⅲ/2, 30ページ）。
　そしてラウのここでの課税の経済作用論の大部分は，価格現象を通して
の租税負担の移動の様相，いわゆる租税負担の転嫁論の形で，前転，後転
などの転嫁形態につき，いくつかの経験則を樹立する形で展開されている。
ここではわれわれも，この線に沿ってラウの論述する所を，要約するにと
どめたい。
　ラウはここでは，六つの異なった条件下での，それぞれの転嫁のあり方
の一般的経験則を箇条書き的に示している。すなわち。
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　「１）租税というものは，それが大多数のさしあたりの納税者が行動様
式の変化にせきたてられ，こうして需要と供給との変化した関係によって
価格を変化させる場合にのみ，転嫁されうる」（Ⅲ/2,32ページ）。
　「2）ある商品の買手から売手への〔租税の〕転嫁は，逆の転嫁よりも
いちぢるしい程度稀にしか生じない。課税された者の支出の制限は，非常
に多様な商品にかかわりうるからである。この場合，各商品の販売のわず
かな減少は，容易に市場にもたらすべき在庫の同様な減少で，埋め合わせ
られるのである」。
　「3）買手への転嫁は，〔たとえば関税などのケースで〕すべての売手
がそれを供給の制限によって生ぜしめようとする，同じ強さの動因をもっ
ている所では，最も容易に成功する」（2）,3）ともⅢ／２,33ページ）。
　「4）その収入がすでに定められているがゆえに，支給Leistungenの
値上げによる租税の他者への転嫁というものは，･……〔たとえば国家の官
吏などの〕納税義務者の若干階級では全く不可能である」。
　「5）その額が売りにだす商品の量によらない租税は，転嫁に非常に不
適切である」。
　「6）特にたとえば，土地ないし労働といった個々の財貨源泉の収益に
かけると定められている租税にあっては，被課税者がその源泉の別の使用
によって，ないしは公課の別の機構によって，租税を回避し，そしてヨリ
高い所得というものを手に入れる手段を見つけだすか否か，が重要問題で
ある」（4）,5）,6）ともⅢ/2,34ページ）。
　租税転嫁を左右すべきラウの六つの一般的経験則は，以上のような容易
には理解しにくい表現のものであった1）。総じて課税の経済作用のテーマ
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についてのラウのここでの論述は，まだ体系的というほどでもなく，また
比較的オリジナリティにも乏しいもののように，私には見うけられた。
　『財政学の諸原理』初版の内で, 290ページほども費やしている租税論。
しかし，その中の230ページほども占めているのは，諸租税を後のいわゆ
る直接税グループ（ラウのいうSchatzungen)と間接税グループ（ラウのいう
Aufwandssteuem.これには関税も含まれる）に分類した上での，それぞれの税
種についての具体的叙述である。ここではそれぞれの税種についての官房
学者的な，また百科全書的な説明が見られる。また今日の目から見ると，
たとえば，地租の項目には約60ページを，一般所得税の項目にはわずか
６ページほどを割くといった，論述の精粗の一見非常に奇妙なアンバラン
スも見うけられよう。国民の税源である純所得に応じた課税原則の主張者
であるラウの叙述としては，これには若干納得のゆきかねるものがあるで
あろう。しかしこれは，ラウ『財政学の諸原理』初版公刊の1830年代ま
でのドイツを中心とした，諸租税それぞれの現実的重要性の軽重などから
見て，仕方のないことであったのかも知れない。
　6.ラウの公債論および財政の組織論
　ラウの『財政学の諸原理』初版の第３編は，国家の収入と支出との（均
衡）関係について取り扱う。就中ここで問題なのは歳入不足である。平た
くいえば，ラウはここで公債をめぐる諸問題について，およそ100ページ
余りを充てて論じているのである。ラウのこの議論については，すでに私
は，同じラウの原典に即して比較的詳細に論評したことがある。またラウ
の公債論は，19世紀前半の「初期ドイツ財政学」の最も代表的な公債論と
はいいがたい，と私は考えている。これらを考慮して，ここではラウの公
債論については簡単に紹介するにとどめたい1）。
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　さて，古典派的経済理論の研究の上に立つラウは，財政の秩序とよき運
営に関しては，必然的に財政収支の均等をもって秩序ある，かつ永続的に
有益な状態と考え(Ⅲ／２, 293ページ),またこれを不可避的に要請するもの
である，と考える(Ⅲ/2, 290ページ)。
　しかし，現実的に財政収支の均衡維持が困難な場合の調達財源の選択に
関して，ラウはこれを，
　1.　臨時的・一時的収入の利用
　2.備蓄基幹財産の漸次的取りくずし
　3.　国債発行
と｡いう三つの方策に総括した(Ⅲ/2, 290-291ページ)。
　そして第２の方策に関しては，ラウは当時すでにそもそも財宝備蓄自体，
国家として不必要であり，賢明でもなく，非合目的的なものであると考え
た。それゆえラウは，まず税収増大策を考え，これが非常に困難ないし不
可能な場合に限ってのみ，起債による収入増加を取りあげたのである。そ
の根拠としてラウは次のように考えた。国債は資本を喰いつぶし，生産的
投下から資本を引き抜くことになるが，租税調達の場合には，一定の限度
額までは，納税者は収入から支払い，資本を侵害せず，したがって生産の
制限をしないですむからである(Ⅲ／２, 303ページ),と。
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　上述1，2による調達で間に合わない，巨額で緊急な調達が必要なケー
スに限ってのみ，いわば必要悪の最後の選択の形で起債による充当がゆる
される，とラウは考えるわけである。それもできうる限り少額に制限すべ
きである。起債は国民の経費支出制限に関するいわば健全な感覚を弱める
ことになる，と考えられるからである。
　さて，公債論の伝統的重要テーマの一つである起債原則（論）について
のラウの積極的・具体的見解は，ここでは明瞭な形では見ることができな
いようである。
　まず，経費支出の種類や性質ないし目的の側面から構成さるべき起債原
則は，いま述べた巨額，緊急調達の迅速性が必要となるケースを除くと，
ラウの論述の内には見あたらない。しかし，ラウも古典派経済学者たちと
同じく，起債による経費支出はすべて臨時経費の形で，しかも不生産的目
的に支出をなすことになる，と考えていたことは明瞭であろう。
　また，起債原則論を構成すべき第２の側面である，調達すべき資金の性
質の側面について考えてみる。ラウによれば，租税調達のケースとは異な
って，「……公債は資本を喰いつぶし，またしたがって資本を生産的投下
から引き抜くことになる」(Ⅲ/2,303ページ）。それゆえに，国民経済の生
産性の面から見て，一定限度までは生産を制限することなしに達成させう
る租税調達を，起債調達よりも優先させることを原則とすべし，とラウは
考えていたと推測されるであろう。
　起債調達をもって，その分の負担を後の年々の人々に移すものと考える
ラウの，国債累積にたいしてとるべき減債措置についての見解を紹介して
おこう。
　その第１は，国債の元利払いの全部ないし一部破棄，いわゆる国家破産
という減債手段についてのラウの見解である。これは国民経済的には私的
破産から類推されるほどの大きな悪結果を生むものではないにせよ，結局，
諸収入の慣習的分配に大いなる動揺をあたえ，多くの家族の富裕を破壊し。
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大量の貧困を生みだすことになる（Ⅲ／２,369ページ）。それゆえ，ラウは
この措置は極力避けるべきだ，というのである。
　その第２は，一見非常によいと思われがちな，減債基金制度などによる
「厳格な減債プランder strengeTilgeplanとは反対に，自由な分割償還様
式die freieTilgungsweiseの方がヨリ合目的的であるように思われる」
(Ⅲ/2,382ページ）,とラウが結論している見解である。
　総括的にいうならば，ラウの公債論の編は他の編と比較して，未だ若干
体系性に欠け，漠然としていて把握しにくい所もある。
　「国民が公信用を滅ぼさなければ，公信用が国民を滅ぼす」というヒュ
ームDavid Hume, 1711-1776の徹底した公債敵視的態度。スミスないし
古典派経済学は，これをそのまま受けつぎ，公債の経済学を展開した。
　ラウはこれよりもやや現実妥協的態度に終始したにせよ，ともかくも彼
の公債論は，一応，古典派経済学的公債論の亜流であり，その19世紀前
半での「初期ドイツ財政学」版であった，とはいってよいであろう。
　ラウの『財政学の諸原理』初版の最終編である第４編は，わずか50ペ
ージ足らずが「財政の外的組織の概観」に充てられている。
　財政事務処理のための中央・地方官庁，所管別の諸財政官庁，そのそれ
ぞれでの記帳の仕方，諸予算や諸金庫の制度や運営事務などまでを，当時
のドイツにおける実際を中心に，簡単な紹介と批判とを，ラウはなしたの
である。ま,さに官房学的財政実務のルールといった，技術的・事務的側面
が，ここでの論述の大部分を占めている。それゆえ，ここでは，これらに
ついての紹介は省くことにしたいと思う。
　とはいえ，ここでの論述の内には，後のドイツ財政学の伝統的研究テー
マの一つとなったものの萌芽も見られないわけではない。予算原則にかか
わるラウの論述など，その一例であろう。
　一応「それなくしては秩序ある国家家計は可能ではないであろう」「予
算……は,期待さるべき収入と企図さるべき支出との,間近な一期間（年）
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の算定である」（Ⅲ/2, 432ページ）。そしてこの「よい予算の本質的条件と
いうものは，その完全性Vollstandigkeit」（Ⅲ/2, 435ページ）にある，と
ラウは考えている。そして彼のこの考え方は，大まかにいって，あらゆる
収入・支出種類（項目）とそのそれぞれの総額のすべてが，あます所なく
予算組織全体の中に計上される方式のものによって，これが実現されると
考えているようである。換言すれば，ラウはまず，最重要な予算原則をそ
の完全性に認めた，と考えてもよいわけである。
　残念ながらラウは，ここではこれ以上立ち入って体系的に予算の諸原則
について論ずることはしなかった。しかしラウは，予算項目のすべての省
庁毎の完全かつ厳格な特殊限定性voile Specialitatの遵守は賢明とはいえ
ないであろう(in/2, 437ページ）とか，実際的には収入を若干手堅い額に，
支出を若干ゆるやかに，見積って計上するルールによって，予算額を予算
の本質に合ったものとすべきだ（精確原則の一達成方式。Ⅲ/2, 435ページ）
等々，後の時代に樹立されたいわゆる古典的予算原則体系を構成する，幾
つもの原則，たとえば，完全原則はいうにおよばず，公開原則，事前決定
原則，精確原則などの要素には，ラウの議論は萌芽的ではあるが，個別的
には若干ふれることにはなっているのである1）。
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　筆者の理解に大きな誤りがないとするならば，ラウの『財政学の諸原
理』初版における彼の財政学体系とその内容の概要とは，おおよそ以上の
ように要約できるであろう。
　いくつもの不充分な点が見うけられるにしても，ラウのこの著作が一応
「初期ドイツ財政学」の最も体系的，かつ最も代表的なStandardwerkで
あったとすることには，特に異論は生じないものと思われる。
　社会科学としての経済学の創始者がアダム・スミスであり，彼の著作
『国富論』1776年によって，はじめて独立の学問としての経済学が成立し
た，といった事柄は，きわめて明瞭でしかも重大な意味をもつ通説といえ
るであろう。
　しかし，経済学の成立のケースほどには重要性はないにせよ，さらに歩
をすすめて，広義の経済学を構成している柱の一つであり，かつ独立の学
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問としての財政学の成立や創始者を問うてみよう。
　この問いにはまず，明確な答えが出しにくい側面がある。だが強いて答
えるならば，財政学の成立はおおよそ19世紀前半の事柄であり，それえ
の有力な貢献者はK. H,ラウであった。すなわち，それはドイツ土着の官
房学的基盤の上にスミス経済学的学識を貫いて完成された彼の著作，『財
政学の諸原理』初版，1832年および1837年の成功に，主としてよるもの
であった。こう考えることにも，それなりの眞実性があり，それゆえ，異
論の余地はあるにしても，なおこう主張することもゆるされるであろう，
と筆者には思われる。
　この著作の初版発行以降も，その死に至るまで改訂を重ねてきたラウ。
ラウのこの著作は，19世紀後半の半ば頃に至ってアードルフ・ワーグナ
ーによって直接引き継がれる運命にあった。これによってラウの財政学説
は，ドイツ財政学のかなり長期に亘る全盛期を現出させ，しかもこれを支
える一要素ともなる，といったドイツ財政学史上の歴史的重要性を担うこ
とにもなったのである。
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